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●特別顧問のひとりが公募校長を導入し、初年度から半分以上の学校で問題が発生するなど、大失
敗しながらも問題を直視せず、最近では、学テ（全国学力学習状況調査）・チャレンジテストの結果を
校長・教員のボーナスや学校に配分する予算額に反映させる仕組みを提唱。特別顧問の職責を逸
脱して、奇抜な提案を繰り返しては失敗を重ねています。教育現場は大混乱。結果として教員・講師
不足に陥り、有為な人材が他都市へ流出しています。

　2月18日 「学力テストの結果を教員給与などへ反映させる吉村市長・大阪市教委の方針の見直しを
求める陳情書」 が採択されるという事態に至り、子供たちへの影響を心配する声が形となりました。

●大阪市水道局は本市に残された
唯一の公営企業です。しかし、
早い時期に整備が進んだ水道だったため、かなり遅
れている老朽管の更新工事をスピードアップするた
めに、その事業だけ運営権制度を活用した民間
事業者に委託する方針が提案されました。一方で、
水道料金の検針・料金徴収業務という大切な公共
サービスがありますが、全市で4ブロックに分かれてい
る全てを外資系ヴェオリア・ジャパンに委託し、その部
門についてのノウハウの継承はできなくなっています。

その改革は大阪を豊かにしたのか?

民営化・民間委託
●市民の最も身近な行政機関である区役所の住民情報窓口業務は、市政改革の一

環として「サービスの向上」と「効率的運営」を目的として民間委託されました。しか
し、事業者公募をしても入札不調が相次ぎ引き受け手が決まらない始末。結局、区長
会議でも委託費の増額を要望され、経費は増大する結果に。改革の果実を求めるあ
まり、経験ある区役所職員がいなくなり、民間事業者
に頼る現状では「サービス向上」「効率性」をめざし
た民間委託は、経費増嵩を招くだけの結果になって
しまいました。また、個人情報を取り扱う窓口業務で
の、不正事案なども起こっています。

何でも
かんでも・・

・

「公共サービス」とは何かを考えさせられる、
区役所窓口や水道料金検針・料金徴収業務など
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行きすぎた改革で大阪市の足元は
ぐらつき始めている・・・

「社会実験の場」となり学力低下に拍車がかかる

府市統合何でもかんでも
「二重行政の解消」を強引に進められた結果は
市税のムダ使いと市の財産（施設）が府に乗っ取られただけ

いわゆる都構想（大阪市廃止分割）は4年前の5月17日の住民投票で
否決されました。ラストチャンスと言っていたのに・・・
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教育現場

住民投票?また
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大阪産業技術研究所

大阪健康安全基盤研究所
天王寺の一等地にあった環科研はまだ使える施設だったにも
かかわらず退去し売却対象となり、市の環境部門は府の施設に
テナントとして入居。家賃が発生するというおかしなことに。

大阪府市共同
住吉母子医療センター

大阪府周産期医療体制整備計画に基づけば、“医療的ハイリスク
分娩”ではなく、“社会的ハイリスク分娩”と通常分娩が求められて
いたのに、ハイスペックな機器をそろえた病院を作り、結果的に83億
もの過剰投資をしてしまった。初年度から稼働率は大変低く、
大きな赤字を生んでいる。住吉市民病院は現地建替えの方が
費用も低く、ニーズにも応えられたはず！

大阪府立大学
公立大学法人大阪大阪市立大学
（1法人2大学）

1大学に統合方針が決められてしまった

森之宮キャンパスを大学統合の象徴として作るため、「府大中
百舌鳥（堺市）の市大杉本町（大阪市）のキャンパス売却益を
その原資に充てる」というその場しのぎの答弁をした吉村市長
の責任は重い。地元の合意は全く取れていない。

(公財）大阪産業振興機構
(公財）大阪市都市型産業振興センター

統合して大阪産業局？
貸し館事業と中小企業支援という全く違う事業を
府市の二重行政として無理やり統合したもの。

工業系
研究所

環境系
研究所

大　学

財団法人

病　院

マイドーム大阪、産業創造館の指定管理者に！？
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大阪市廃止分割

大阪市民だけが対象
（廃止される大阪市の市民が多くの不利益を被るため）

なぜまた、ここへきて都構想議論の再燃となっているのでしょうか?
否決後、11月に行われた知事市長のW選挙で、知事は「都構想の再
チャレンジ」を掲げて戦い、吉村市長は「都構想隠し」までして、当選し
たことから民意を得たと主張しています。
維新の会は議会過半数がなく、公明党の賛同が得られなければ何も
決められません。法定協議会が公明党の賛同を得て2年前再び設置
されました。
今回の法定協の運営をめぐる紛糾は、維新議員の法定協議会会長
の強硬な進め方が発端でした。しびれを切らした維新の会が公明党と
合意書を事前に交わしていたことが、明らかにされたことで決裂したも

のの、住民投票の時期や出直しW選挙の時期をほのめかして揺さぶ
りをかけ続けています。公明党は「あくまで慎重かつ丁寧な議論を尽く
す前提」とし、維新は「今任期中」にこだわっているものの、住民投票
の行われる意味や、時期を考えれば、市民不在の党利党略にすぎず、
内容も何も決まっていないにもかかわらず「住民投票をしましょう」と約
束したことは許されるものではありません。
一方、法定協議会では、無理に無理を重ねた会運営にもかかわらず、
区割りや区の名称さえもまだ何も決まっていません。

大阪市存続

“スーパー公設試”を作る、というのは名ばかりで、
付帯決議「大阪産業の牽引役となるような研究員の確保、
設備の充実、必要な予算措置を講じること」を守っていない。
元・府市間の給与格差も解消していない。

■大阪市廃止分割への流れ

可決 可決
両議会とも

両議会又は
どちらかが否決

可決

否決否決

廃　案

なんだかおかしい！

今ココ ココまでを約束！？
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